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1 損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

基準価額の推移

● 分配金再投資基準価額およびベンチマーク（TOPIX（東証株価指数））の推移は、2016年10月31日の基準価額をもとに
委託会社にて指数化したものを使用しております。

● 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実
質的なパフォーマンスを示すものです。

0

（円） （億円）

第15期末
2016.10.31

第16期末
2017.10.31
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分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

ベンチマーク(左軸)

純資産総額（右軸）

( )分配金再投資
基準価額ベース ( )期中分配金

合計０円

第16期首 第16期末騰落率

28.0％ 18,959円14,807円
基準価額基準価額

運用経過
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2損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

基準価額の主な変動要因

損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

　高位に組入れていたマザーファンドの基準価額が上昇したため、当ファンドの基準価額は上昇しま
した。

損保ジャパン日本株マザーファンド

　期中の騰落率は＋30.4％となりました。
　個別銘柄では、日立製作所、三菱UFJフィナンシャル・グループ、ジェイ エフ イー ホールディン
グス、パナソニック、第一生命ホールディングス、住友金属鉱山などの保有がプラス要因になりまし
た。

● 本報告書では、ベビーファンドとマザーファンドを下記の様に統一して表記しています。

ベビーファンド マザーファンド

基
準
価
額
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要
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3 損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

１万口当たりの費用明細

期中の総費用率は 1.731％ です。

項目
第16期

2016.11.1～2017.10.31 項目の概要
金額 比率

(a) 信託報酬 275円 1.620％
(a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率（年率）×

期中の日数
年間の日数

期中の平均基準価額は16,966円です。

(投信会社) ( 92) (0.540) ファンドの運用の対価

(販売会社) (165) (0.972) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの
管理等の対価

(受託会社) ( 18) (0.108) 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

(b) 売買委託手数料 18 0.107
(b)売買委託手数料＝

期中の売買委託手数料
期中の平均受益権口数

有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

(株式) ( 18) (0.107)

(c) その他費用 1 0.003 (c)その他費用＝
期中のその他費用

期中の平均受益権口数

(監査費用) (  1) (0.003) 監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

(その他) (  0) (0.000) 信託事務の処理にかかるその他の費用等

合計 294 1.731

注１．期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要
の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組入れているマザー
ファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

注２．金額欄は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

注３．比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

１
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4損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

最近５年間の基準価額等の推移　2012.10.31～2017.10.31

● 分配金再投資基準価額およびベンチマーク（TOPIX（東証株価指数））の推移は、2012年10月31日の基準価額をもとに
委託会社にて指数化したものを使用しております。

● 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実
質的なパフォーマンスを示すものです。

決算日 2012.10.31
決算日

2013.10.31
決算日

2014.10.31
決算日

2015.11.2
決算日

2016.10.31
決算日

2017.10.31
決算日

基準価額 (円) 7,712 12,118 13,600 15,991 14,807 18,959

期中分配金合計（税引前） (円) － 0 0 0 0 0

分配金再投資
基準価額騰落率

(％) － 57.1 12.2 17.6 △ 7.4 28.0

ベンチマーク騰落率 (％) － 60.9 11.7 14.5 △ 8.8 26.8

純資産総額 (百万円) 143 217 249 323 353 478

● ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数）です。
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（円） （億円）

2012.10.31 2013.10.31 2014.10.31 2015.11.2 2016.10.31 2017.10.31

基準価額（左軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

純資産総額（右軸）

ベンチマーク(左軸）

指数に関しての詳細は15ページをご参照ください。
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5 損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

投資環境

　TOPIXは26.8％の上昇となりました。
　期初は米国大統領選挙でトランプ氏が勝利すると財政支出拡大や減税などへの期待から米国の長
期金利が上昇、円安ドル高が進み、株価は上昇しました。年が明けるとトランプ政権の政策に対す
る期待が後退し、株価が下落する局面もありましたが、米政府高官による大型減税やインフラ投資
への言及を好感して株価は反発しました。６月にはFRB（米連邦準備理事会）が今年２回目の利上
げを行うなど、良好な米経済を背景に米国の主要株式指数が過去最高値の更新を続ける中で、国
内株式市場も緩やかな上昇を続けました。その後、北朝鮮のミサイル発射による地政学リスクの高ま
りから一時的には売りが優勢となりましたが、好調な国内企業業績や良好な海外経済を背景に、株
価は上昇基調を維持して、当期を終えました。

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

16.10.31
（期首）

17.2.28 17.6.30 17.10.31
（期末）

（出所：Bloomberg）

TOPIX（東証株価指数）の推移
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6損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

当該投資信託のポートフォリオ

　期を通して損保ジャパン日本株マザーファンドの組入比率を高位に維持しました。期末の組入比率
（対純資産総額比）は、98.8％です。

損保ジャパン日本株マザーファンド

　期を通して株式の組入比率を高位に維持しました。期末の組入比率は、98.9％です。
　期末時点での業種別構成比率はグラフのとおりです。
　主な購入（ウェイトアップ）銘柄は、KDDI、日本郵船、エヌ・ティ・ティ都市開発など、主な売却
（ウェイトダウン）銘柄は、パナソニック、HOYA、JXTGホールディングスなどです。

その他 23.9％ 13.2％

7.0％

10.7％

12.0％4.1％

4.3％

5.7％

5.8％

6.0％

輸送用機器

情報・通信業

銀行業

7.4％小売業

不動産業鉄鋼

保険業

電気機器

卸売業

医薬品

業種別
構成比率

注１．比率は、第16期末における国内株式の評価総額に対する各業種の評価額の割合。

注２．端数処理の関係上、構成比合計が100％とならない場合があります。
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7 損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

当該投資信託のベンチマークとの差異

　当ファンドの騰落率は、ベンチマーク
（TOPIX）の騰落率（＋26.8％）を1.3％上
回りました。当ファンドは期を通じて「損保
ジャパン日本株マザーファンド」を高位に組入
れておりましたので、以下ではマザーファンド
とベンチマークとの差異についてご説明します。
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10

20

30

(%)

第16期（2016.11.1～2017.10.31）

当ファンド TOPIX

基準価額とベンチマークの対比（期別騰落率）
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損保ジャパン日本株マザーファンドとベンチマークとの差異
　マザーファンドの騰落率は、TOPIXの騰落率（＋26.8％）を3.6％上回りました。
　ベンチマークとの差異を要因分析しますと、業種要因では食料品のアンダーウェイトや非鉄金属、
石油・石炭製品のオーバーウェイトがプラス要因、電気機器、化学のアンダーウェイトや不動産業の
オーバーウェイトがマイナス要因となりました。個別銘柄要因では、ツムラ、野村不動産ホールディン
グス、ケーズホールディングスのオーバーウェイトなどがプラス要因、三菱重工業、東邦ホールディン
グスのオーバーウェイトやソフトバンクグループのアンダーウェイトなどがマイナス要因となりました。



8損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

分配金

　収益分配金については、基準価額の水準および商品設計等を総合的に勘案した結果、分配は行
いませんでした。なお、収益分配に充てなかった収益は、信託財産に留保し、運用の基本方針に基
づいて引き続き元本と同一の運用を行います。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり・税引前）

項目 第16期
2016.11.1～2017.10.31

当期分配金 －
(対基準価額比率) －％

当期の収益 －

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 10,424

注１．「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券売買等損益」から分配に充当した金額です。
また、「当期の収益以外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

注２．円未満は切り捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税引前）に合致しない場合があります。

注３．当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。

中長期的な観点から、複利効果による資産の成長を目指すために分配を抑えるファンド
です。

分
配
金



9 損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

今後の運用方針

損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

　今後もマザーファンド受益証券の組入水準を高位に維持することで、信託財産の長期的成長を目
指して、運用を行います。

損保ジャパン日本株マザーファンド

　当社の投資哲学に基づいた運用プロセスを堅持し、独自の株式評価モデルで算出した相対的割安
度に基づく銘柄選択を基本方針とします。今後も、固有の割安要因に着目した個別銘柄選択を中心
とするポートフォリオ構築によって、中長期的に着実な信託財産の成長を目指します。

今
後
の
運
用
方
針



10損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

当該投資信託の概要

商品分類 追加型投信／国内／株式

信託期間 無期限

運用方針 長期的に信託財産の着実な成長を目標として運用を行います。

主要投資対象

 損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）
損保ジャパン日本株マザーファンド受益証券

 損保ジャパン日本株マザーファンド
わが国の株式

運用方法

① 主として、日本の株式に分散投資することで、リスクを軽減しつつ長期的に信託財
産の着実な成長と安定した収益の確保を目指します。

② 「東証株価指数（TOPIX）」をベンチマークとし、これを中長期的に上回る運用成
果を目指します。

③ 本来の投資価値に対して、市場価格が割安となっていると考えられる銘柄に投資し
ます。

分配方針

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。
① 分配対象額の範囲は、繰越分を含めた利子、配当収入及び売買益（評価損益を含
みます。）等の全額とします。

② 収益分配金額は、委託会社が基準価額水準等を勘案して決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合は分配を行わないことがあります。

お
知
ら
せ
／
当
該
投
資
信
託
の
概
要

お知らせ

　信用リスク集中回避のための投資制限に関する記載を追加するため、投資信託約款に所要の変更
を行いました（2017年７月３日）。



11 損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金）

代表的な資産クラスとの騰落率の比較

＊ 上記期間の各月末における直近１年間の騰落率の平均・最大・最小を、当ファンドおよび他の代表的
な資産クラスについて表示したものです。

＊ 各資産クラスの指数

日本株 東証株価指数（TOPIX）（配当込み）

先進国株 MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）

新興国株 MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円換算ベース）

日本国債 NOMURA-BPI国債

先進国債 シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）

新興国債 JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド（円ベース）

※ 海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しています。

● 当ファンドについては、分配金（税引前）再投資基準価額の騰落率です。
● 全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
● 上記の騰落率は直近月末から60ヶ月遡った算出結果であり、決算日に対応した数値とは異なります。

当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 先進国債日本国債 新興国債
-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

60.9

平均値

最大値

最小値
-25.0

18.1

期間：2012年10月～2017年９月

9.3

34.9 43.7

-4.0
9.39.3

-12.3 -17.4

65.0 65.7
47.4

19.519.5 21.121.1

-22.0 -17.5
-27.4

（％）

2.52.5 6.86.811.711.7

指数に関しての詳細は15～16ページをご参照ください。
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当該投資信託の組入資産の内容
※ 全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）に記載されています。

組入ファンド

第16期末
2017.10.31

損保ジャパン日本株マザーファンド 98.8％

注．比率は第16期末における純資産総額に対する評価額の割合です。

注．比率は第16期末における純資産総額に対する評価額の割合です。

純資産等

項目 第16期末
2017.10.31

純資産総額 478,538,941円

受益権総口数 252,405,869口

１万口当たり基準価額 18,959円

※ 当期中における追加設定元本額は101,570,733円、同解約元本額は87,838,051円です。

親投資信託
受益証券
98.8% 

親投資信託
受益証券
98.8% 

その他
1.2%

資産別配分

日本
100.0％
日本

100.0％

国別配分

日本円
100.0％
日本円
100.0％

通貨別配分

当該投資信託のデータ

当
該
投
資
信
託
の
組
入
資
産
の
内
容
／
純
資
産
等
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組入上位ファンドの概要
※ 組入ファンドの計算期間の詳細な運用経過および全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）に記
載されています。

損保ジャパン日本株マザーファンド

基準価額の推移

● ベンチマーク（TOPIX（東証株価指数））の推移は、2016年７月５日の基準価額をもとに委託会社にて指数化し
たものを使用しております。

１万口当たりの費用明細

項目 2016.7.6～2017.7.5

売買委託手数料 23円

(株式) (23)

その他費用 0

(その他) ( 0)

合計 23

22,500
（円）

12,500

15,000

17,500

20,000

2016.7.5 2017.7.5

基準価額

TOPIX（東証株価指数）
組
入
上
位
フ
ァ
ン
ド
の
概
要
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組入上位10銘柄

銘柄名 業種 比率

１ 日本電信電話 情報・通信業 3.8％
２ 三菱UFJフィナンシャル・グループ 銀行業 3.2％
３ KDDI 情報・通信業 3.2％
４ 本田技研工業 輸送用機器 3.1％
５ トヨタ自動車 輸送用機器 2.9％
６ みずほフィナンシャルグループ 銀行業 2.8％
７ 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 2.7％
８ 第一生命ホールディングス 保険業 2.6％
９ 日立製作所 電気機器 2.4％
10 デンソー 輸送用機器 2.4％

組入銘柄数 89銘柄

注１．基準価額の推移、１万口当たりの費用明細は組入ファンドの直近の計算期間のものです。

注２．１万口当たりの費用明細は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。なお、費用項目については３ページ
（１万口当たりの費用明細の項目の概要）をご参照ください。

注３．組入上位10銘柄、資産別・国別・通貨別配分のデータは組入ファンドの直近の決算日（2017年７月５日）
現在のものです。

注４．比率は純資産総額に対する評価額の割合です。

国内株式
99.4％
国内株式
99.4％

その他
0.6％

資産別配分

日本
100.0％
日本

100.0％

国別配分

日本円
100.0％
日本円
100.0％

通貨別配分

組
入
上
位
フ
ァ
ン
ド
の
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要
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指数に関して

当ファンドのベンチマークである「東証株価指数（TOPIX）」について

東京証券取引所第一部上場全銘柄の基準時（1968年１月４日終値）の時価総額を100として、その後
の時価総額を指数化したものです。東証株価指数（TOPIX）は、東京証券取引所の知的財産であり、東
京証券取引所は、TOPIXの算出もしくは公表の方法の変更、TOPIXの算出もしくは公表の停止または
TOPIXの商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。

「代表的な資産クラスとの騰落率の比較」に用いた指数について

■ 東証株価指数（TOPIX）（配当込み）
東京証券取引所第一部上場全銘柄の基準時（1968年１月４日終値）の時価総額を100として、その
後の時価総額を指数化したものです。東証株価指数（TOPIX）は、東京証券取引所の知的財産であり、
東京証券取引所は、TOPIXの算出もしくは公表の方法の変更、TOPIXの算出もしくは公表の停止また
はTOPIXの商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。

■ MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）
MSCI Inc.が開発した、日本を除く世界主要国の株価指数を、各国の株式時価総額をベースに合成し
た株価指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。
また、MSCI Inc.は、同指数の内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。

■ MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円換算ベース）
MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の新興国で構成されています。MSCIエマージング・マーケッ
ト・インデックス（配当込み、円換算ベース）は、MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配
当込み、米ドルベース）をもとに委託会社が独自に計算したものです。同指数に関する著作権、知的財
産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.は、同指数の内容を変える権利お
よび公表を停止する権利を有しています。

指
数
に
関
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■ NOMURA-BPI国債
野村證券株式会社が公表する国内で発行された公募利付国債の市場全体の動向を表す投資収益指数で
す。NOMURA-BPIに関する一切の知的財産権その他一切の権利は、すべて野村證券株式会社に帰属
します。野村證券株式会社は、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。

■ シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
Citigroup Index LLCにより開発、算出および公表されている、世界主要国の国債の総合収益率を各
市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切
の権利はCitigroup Index LLCに帰属します。また、Citigroup Index LLCは同指数の内容を変える権
利および公表を停止する権利を有しています。

■ JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド（円ベース）
J.P. Morgan Securities LLCが算出し公表している指数で、新興国が発行する現地通貨建て国債を対
象にした指数です。同指数の著作権はJ.P. Morgan Securities LLCに帰属します。 指
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ホームページにて当ファンドの詳細をご案内しております。

損保ジャパン日本株オープン（ＤＣ年金） 検索

各書類の最新版をご確認いただけます。

交付目論見書 交付運用報告書
当ファンド購入に際して投資
判断に必要な重要事項をご
説明しております。

当ファンドの運用状況につい
て重要な事項をご説明してお
ります。

請求目論見書 運用報告書（全体版）
交付目論見書より詳細な当
ファンドの情報をご説明して
おります。

交付運用報告書より詳細な
運用状況をご説明しており
ます。

本報告書作成時点のものを掲載しております。




